
高校と地域をつなぐ人材
の在り方に関する研究会

第1回会議

日時：令和元年5月17日(金)13:00～15:00

場所：文部科学省7階特別会議室

地域との協働による高等学校教育改革推進事業 PDCAサイクル構築のための調査研究

事務局：一般財団法人地域・教育魅力化プラットフォーム



１.研究会の概要説明
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人材組織の育成・関係人口に関する検討会について

「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018改訂版）」では、「地方創生の新たな展開としての飛躍に向け、次期の総合戦略策
定の準備を開始する」とされている。本検討会は、次期総合戦略の策定に向けて、
①地域社会を担う人材・組織の育成・活用に関する今後の施策の方向性
②いわゆる関係人口などの新たな概念

に関して検討を進めることを目的として開催する。

１ 趣旨

２ 検討の事項（例）

岩本 悠 島根県教育魅力化特命官

◎小田切 徳美 明治大学農学部教授

指出 一正 ソトコト編集長

○西村 訓弘 三重大学副学長

前神 有里 一般財団法人地域活性化センター
人材育成プロデューサー

◎座長候補 ○座長代理候補
※関係省庁がオブザーバー参加

３ 委員（案） ４ スケジュール

H31   ２月上旬 第１回会議（論点案、委員プレゼン）

２月下旬 第２回会議（人材組織育成・活用①）

３月中旬 第３回会議（関係人口①）

４月上旬 第４回会議（人材組織育成・活用②・関係人口②）

４月下旬 第５回会議（中間まとめ案）

（６月 基本方針）

※ 第２回～第４回はゲストスピーカーからのヒアリングを中心に実施
※ さらに検討を進め、１１月上旬に最終まとめ

①地域のまちづくりなど地域社会を担う人材・組織の育成・活用の検討
・地域のNPOやシンクタンク等の中間支援組織等やそれらを担う人材を育成していくための方策の検討
（リカレント教育による育成方策、大学等の地域シンクタンク化の支援 等）

・中間支援組織等の地域づくりへの取組に関する支援方策の検討
（ソーシャルビジネスの支援方策や中間支援組織等に関する制度面・財政面での支援 等）

・地域に飛び出す公務員の拡大や公務員の流動性の確保の検討
（公務員の地域活動の促進方策、地方創生人材支援制度の見直し・発展 等）

・地域活動に参加する人材のすそ野の拡大の検討
（道府県立高校のコミュニティスクール化、地域をつなぐコーディネート人材の育成、多様な組織（郵便局、公民館等）との連携促進 等）

②関係人口の検討
・定義の共有化、数値目標の検討
・取組の類型化や優良事例等の横展開、地域留学など新たな取組の検討

第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定に向けて
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文部科学省平成31年度新規
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令和元年 ５月17日 第1回会議（論点だし、位置づけについて）

７月12日 第2回会議（コーディネーターの役割等の定義）

10月上旬 第3回会議（育成・活用を含む必要な支援策）

1月中旬 第4回会議（ガイドライン・全体まとめ）

令和元年度 高校と地域をつなぐ人材の在り方に関する研究会について

１ 趣旨（案）

２ 検討の事項（案）

本研究会は、地域との協働を推進する高等学校において、「高校魅力化コーディネーター」等の名称で配置されている高校と
地域をつなぐ人材について、①位置づけ及び役割 ②育成等に関する今後の施策の方向性 に関して検討を進めることを目的
として開催する。

３ 委員候補リスト ４ スケジュール（案）

コーディネーター
ガイドライン作成
（コーディネーターガイド）

今村 久美（認定NPO法人カタリバ代表理事）
太田 直樹（株式会社New Stories代表）
小田切徳美（明治大学農学部教授）
香山 真一（岡山県立和気閑谷高等学校長）
鈴木 寛 （東京大学大学院公共政策学連携研究部教授、

慶應義塾大学総合政策学部教授）
牧野 篤 （東京大学大学院教育学研究科教授）
牧野 光朗（飯田市長）
宮城 治男（NPO法人エティック代表理事）

①「コーディネーター」の定義
・コーディネーターの具体的な役割
・求められる資質・能力
・コーディネーターの位置づけなど

②「コーディネーター」に関する必要な支援
・コーディネーターに関する制度の構築
・コーディネーター養成・育成の在り方など

（研修・講習、OJT、メンタリング、学びあいネットワーク、知見・事例の共有システム、評価等）
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２.委員のご紹介
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３.座長の選任
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４.コーディネーターに関する
現状と研究会のゴールの設定
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・高等学校と市町村等との協働体制の構築
・学校や地域とのマッチングを実施

コーディネーター

コーディネーターとは？

10



高校と地域をつなぐ「コーディネーター」
平成30年度現在、全国の公立高校に140名以上（教職員を除く）

教育改革×地方創生
教育課程×社会・未来
子ども×オトナ

学び成長×課題解決
人づくり×地域づくり
ローカル×グローバル

…
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１．高校と地域の協働体制づくり
例)協働の組織体制づくり、共通ビジョン・事業計画の策定、協議会の運営など

２．地域社会に開かれたカリキュラムづくり
例）授業、地域系部活動等でのPBLの開発・運営、インターン・海外巡検の調整など

３．地域社会での学習機会づくり
例)公営塾など学外の環境整備、生徒の地域活動・社会体験・海外留学等の支援など

４．新たな人の流れづくり
例)県外・海外の生徒募集、留学生受入、寮・下宿等の整備・卒業生の還元機会など

５．社会資源を活用した基盤づくり
例)外部資金の獲得、大学・民間企業等との提携、外部専門家の確保など

コーディネーターの主な役割
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高校魅力化コーディネーターの職務レベル
業務のレベル感として３階層

ディレクター
（プロフェッショナル）

プロデューサー
（管理職）

課題を設定し解決の枠組み
を整え、全体を統括する

設定された課題に対して、
計画を立案・実行・改善する

現場に寄り添いながら、
計画の実現を支援する

サポーター
（アマチュア・ボランティア等）
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大野佳祐
隠岐島前教育魅力化プロジェクト

魅力化コーディネーター

コーディネーター事例（プロデューサー）

次期高校魅力化構想の策定、海外展開や新たな財源確保
県教委に提案し新たな取組創出（人事交流、特命官配置等）
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全国の都道府県の認識
全国都道府県教育長協議会 平成30年度調査研究より ※別紙配布
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全国の都道府県の認識
全国都道府県教育長協議会 平成30年度調査研究より ※別紙配布
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全国の都道府県の認識
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全国の都道府県の認識
全国都道府県教育長協議会 平成30年度調査研究より ※別紙配布
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全国の都道府県の認識
全国都道府県教育長協議会 平成30年度調査研究より ※別紙配布
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コーディネーターに関する課題と今後の施策の方向性

高校と地域をつなぐコーディネーターは、
現場の切実な必要感から、現在全国で140名
を超えるほどまで広がってきている。

しかし、その配置や育成に関わる国の制度や
仕組みがまったく追いついていないため、

現場では圧倒的な人材不足と場当たり的な
配置・育成が日々広がっている。

早急に配置・育成等の方策を検討する必要
がある。 20



定義
必要な方策

（法整備、制度、事業など）

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機
能

（
個
人
）

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
人
材

・役割・業務
・資質・能力
（スタンス含む）
・位置づけ
（所属・管轄等含む）
・その他

・制度（権限・責任等）
・配置（財源）
・養成（新規人材）
・育成（既存人材）
・獲得（採用・赴任・バンク・派遣等）
・キャリアパス（異動・昇進等）
・全国コミュニティ構築
・活用（手引きの作成等）
・その他

（
組
織
）

コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

・役割
・構成要素
・その他

・制度（権限・責任等）
・モデル構築・調査研究
・構築支援
・運営支援
・資金獲得
・全国コミュニティ構築
・その他

高校と地域をつなぐ人材の在り方に関する研究会で議論する範囲
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高校と地域をつなぐ人材に関する2019～2021年の大枠の道筋(案)

2月 4月 6月 8月 10月 12月 2月 4月 6月 8月 10月 12月 2月

約140人

2021年度 2022年度

内閣府

各地域

高校現場

在り方研究会

研究会

関連イベント

2019年度（H31） 2020年度（H32）

支援策

文科省

総務省

高

校

新

学

習

指

導

要

領

本

格

実

施

中央教育審議会（CNの在り方答申へ）

2019年度 地域との協働による高等学校教育改革推進事業

地方創生関連事業 2020~2024

（⇒CNの育成できれば配置にも使える事業開始）

過疎懇談会 継続

過疎法

改正法

成立

学校教育法施行規則改定

2020年度 地域との協働による高等学校教育改革推進事業

地方創生総合戦略（2020～2024）議論

６

月

骨

太

の

方

針

地域協働事

業最終年度

(新事業構築)

CNの

配置

に使

える

税源

確保教育再生実行会議

６

月

骨

太

の

方

針

地域との協働による高等学校改革推進事業

採択51校+αでの配置（計200人）

配置数拡充

（→700人程度へ？）

認定・資格化の可能性検討

COC+、リカレント、社会教育士、教員育成、協

働推進員等を含めてCNに活用できる事業検討 CN育成に関する研究事業開始

CN配置に関するガイドブック作成

CNに関する調査・研究・評価 魅力化評価

育成・養成・共学共創等

CN活用ガイド作成

2～3月

ガイド

ライン

公表

次年度の配置及び

育成費用の予算化

11/3

全国地域教育

シンポジウム

全国CNサミット

10/23,24

全国サミット

定義・支援等

意見交換

CNガイドライン作成

1月第4回会議

ガイドライン

とりまとめ

10月第3回会議

財源含めた

制度案検討

7/12第2回会議

CNの定義確定

配置/支援策検討

5/17第1回会議

CNの定義検討

CN配置・採用支援

10月

全国サミット

8月

全国高P連

採用活動
次年度の配置及び

育成費用の予算化

モデル校+αでの配置

（計300人？）
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５.コーディネート人材の機能・
役割・位置づけの検討
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大分類 中分類 機能
都道府県

(高校)

市町村
（地域）

教育

①地域社会に開かれた教育課程
（教育課程内）

地域社会と関わる教育課程の企画・運営・支援

教育課程内外の活動との接続・連携

②地域社会に開かれた課外活動
（教育課程外の学校教育活動）

放課後・土日・休業日の課外活動の企画・運営・支援 部活動指導員等

学校内外の活動との接続・連携 部活動指導員等

③地域社会での学習機会づくり
（学校外の活動）

常設の場（公営塾等）や事業の企画・運営・支援

学校・地域内外の活動との接続・連携

地域

➃高校と地域の協働活動

高校及び地域協働活動に関する協議・意志決定
（学校運営協議会的機能等）→経営・マネジメント・評価等

教育部分以外の高校と地域の協働活動
（地域学校協働本部的機能等）

⑤新たな人の流れづくり

全国・海外からの地域留学の企画・運営・調整等

卒業生とのつながり構築・活動サポート

地域外の人材の教育参画のマッチング等

⑥社会資源を活用した基盤づくり
外部資金獲得（ふるさと納税、寄附等）

大学・民間企業等との連携・協働

高校と地域をつなぐコーディネート人材の機能・役割（叩き台）
～「社会に開かれた教育課程」の実現 ×「高校を核とした地方創生・地域力創造」～

◎地域から高校をつなぎ「高校を核とした地方創生」を推進する人材
【位置づけ】社会教育的な資質能力を持った地域人材（社会教育主事？地域学校協働活動推進員？関係案内人？それ以外？）
【出口】過疎法等の活用も検討し、市町村へ交付税措置など
【雇用】市町村が雇用もしくは市町村がコンソーシアム等へ委託

◎高校から地域に開き「社会に開かれた教育課程」を推進する新たな教職員
【位置づけ】社会教育的な資質能力※を持った教職員（地域連携担当教職員？主幹教諭？実習助手？事務職員？それ以外？）
→中教審でも教職員の在り方・高校改革と併せて議論など

【出口】高校標準法等を一部改正→コンソーシアムを構築し地域協働を進めている高校から措置など
【雇用】都道府県が雇用もしくは都道府県がコンソーシアム等へ委託

※社会教育的な資質能力＝学校と地域（NPO・企業等）の多様な主体と協働し、学習活動の支援を通じて、人づくり、地域づくり、つながりづくりを推進する力
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参考資料
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【コーディネーター】に関する今後の施策の方向性

１．育成システムの確立
①コーディネーター同士がつながり、学びあう共学共創コミュニティーづくり

②コーディネーターを支え、成長を促進する伴走（メンタリング）システムづくり

③大学等と連携したコーディネーターの育成プログラム・コースづくり（リカレント教育）

• 社会教育士講習、教職員研修、既存の地域コーディネーター育成コース等との連携

２．配置の支援
①府省庁横断でのコーディネーターに関わる位置づけや支援施策の整理
例：内閣府（地方創生）、文科省（学校教育、社会教育）、総務省（地域力創造）、経産省（キャリア教育コーディネーター）等

・配置に活用できる財源や制度等を整理し、現場が活用しやすいように改善し提示
②コーディネーターの人材バンクや募集・採用イベント等のマッチングシステムづくり
③失敗事例も含めた配置・導入の手引き（市町村・都道府県及び高校向け）作成

３．今後の可能性の試行
①コーディネーター機能を既存の地域組織や全国的な中間支援組織が果たす実証実験

②コーディネーターの兼業・副業・複業モデルの実証実験

③コーディネーターの評価・認定や資格化に関わる調査研究

高校と地域をつなぎ学校を核とした地方創生を推進する専門人材「コーディネーター」に関しては、現
場の切実な必要感から現在全国で140名を超えるほどまで広がってきているが、その配置や育成に関

わる国の制度や仕組みがまったく追いついていないため、圧倒的な人材不足と場当たり的な配置・活
用が日々広がっている。早急に育成や配置・活用の方策を検討し、推進すべき。

2月26日地方創生 人材組織の育成・関係人口に関する検討会での岩本提案資料
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【地域留学】に関する今後の施策の方向性

１．地域留学の促進
①府省庁横断・連携でのプロモーション強化（内閣府・総務省・文科省等）
②子供の農山漁村体験施策および高校・大学生の海外留学促進施策等との政策間連携
③受入環境（下宿・寮・シェアハウスなどの）活用・整備支援
④地域留学奨学金（経済的負担で諦めてしまう家庭の子どもたちにも機会を）

２．短期-1年の地域留学の始動
①都市部の高校生が地方の高校へ短期～1年間の留学促進

②地方の高校生が都市部の高校へ交換留学促進（地方の生徒の都会妄想の打破と自地域の魅力の再発見機会に）

３．海外からの地域留学の始動（2020年オリパラYEARに開始）

※高校が海外留学生の受容れを拒む最大理由は「日本語」。まずは日本語ができる海外生徒から受け入れを開始

①日本語能力試験N3以上の生徒の地域留学支援

②日本語補習校・日本人学校（中学までしかない）等からの地域留学促進

地方の公立高校における都道府県外からの生徒募集は現在200校以上まで広がっている。都市部の小中学生
や保護者にも、潜在的な大きなニーズがあることも確認された。

しかし、都市部の保護者や小・中学生、学校側には、地域留学に関して、圧倒的な認知不足と不安感があること、
また、3年間という期間のハードルがある。
一方、地域側においては、下宿や寮、地域親制度などの生徒の受容れ環境が整っていないこと、

海外留学には支援制度が充実しているが地域留学には皆無。大人に地域おこし協力隊制度や移住促進施策
があるように、十代後半の地域まなび応援制度や地域留学促進施策の検討が必要
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【中間支援組織の育成】に関する今後の施策の方向性

１．人材支援（公務員の働き方改革を兼ねて）

※中間支援組織には、事務局機能や行政との折衝能力を持つ、公務員経験者が重宝される

①行政職員の中間支援組織への併任・出向・派遣研修・留職等の試行及び制度づくり

②行政職員の兼業・副業・休職（数年間、中間支援組織に入り、また公務員に戻る）などの規制緩和

③中間支援組織の人材の行政への出向、兼業、派遣、交流人事などの制度づくり

２．財政支援
※都道府県を跨いで広域で地方創生に関わる中間支援組織の弱みは、財源である

①地方創生推進交付金を広域に活動する中間支援組織も提案・活用できるように変更

②ふるさと納税（企業版含む）を広域に活動する中間支援組織も活用しやすい制度に変更

３．機会支援
※都道府県を跨いで広域で活動する中間支援組織がぶつかる壁は、府省庁の組織の壁である

①組織の縦割りを排し、関係部局の方々と共に課題や必要な施策を相談・協議・共創できる
機会づくり

②中間支援組織も活用できるコンシェルジュ及びコーディネート機能（相談・調整・伴走・
支援）の設置

③中間支援組織の人材が国に出向・併任・兼業・肩書付与等をして、活用・育成される機会
づくり
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高校魅力化による地方創生の必要性

人口減少社会を切り拓き、持続可能な地方創生を実行するためには、地方に広がる悪循環を、
新たな人づくり・人の流れ（関係人口）づくりの好循環への転換が必要。

特に、地域からの人材流出の出口となっている、高校の魅力化が重要。

若者流出
減少

地域教育資源
学級・教員減

生徒減
(→学校統廃合)

子ども・若者の

意欲・活力
誇り・肯定感減

地域・高校
魅力減

少子化
加速

家族流出

地方に広がる悪循環
（地域・教育衰退スパイラル）

人づくり・人の流れづくりの好循環
（地域・教育魅力化スパイラル）

UIターン・
関係人口・
出生率増

地域教育
資源・人材増

地域留学
生徒増

子ども・若者の

意欲・活力
誇り・肯定感醸成

地域・高校
魅力化

地域
活力増

教育移住
家族定住

転
換

4月26日地方創生 人材組織の育成・関係人口に関する検討会での岩本提案資料
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高校魅力化による地方創生

～地域の次代を創る「人材」「組織」及び「関係人口」の育成～

人づくり・人の流れ（関係人口）づくりの持続可能な好循環を生み出すためには、
地域内外の人や資源をつなぐ人材（コーディネーター）とその基盤となる協働組織（コンソーシアム）、
及び全国をつなぐ中間支援組織（全国コミュニティ）の育成・活用に係る取組をパッケージで促進
する必要がある。

【国として検討・実施すべき内容】

１．地域内外の人や資源をつなぐ人材（コーディネーター）の育成・活用
・大学等によるコーディネーター育成プログラム（リカレント教育）の開発・支援
・コーディネーターの導入・配置に活用できる財源や制度の検討
※その他の内容は2月26日の本検討会にて提案したため割愛

２．学校と地域の協働組織（コンソーシアム）の構築・育成
・地方創生推進交付金やふるさと納税（企業版を含む）等を活用した構築・育成の支援
・当該組織への公務員（市町村職員や都道府県職員等）の参画・出向・副業等の促進
・コミュニティ・スクール（協議機能）と地域学校協働本部（実行機能）を強化し、
両機能を併せ持つような協働組織（地域運営組織？）の具体的な検討とモデル構築
※法人化にあたっては地域再生推進法人等の活用や寄付に係る優遇措置等も検討。

３．全国をつなぐ中間支援組織（全国コミュニティ）の育成・活用
・地方創生推進交付金やふるさと納税（企業版を含む）等を活用した育成の支援
・当該組織への公務員（都道府県職員や国家公務員等）の参画・出向・副業等の促進
※その他の内容は2月26日の本検討会にて提案したため割愛 30



※職業実践力育成プログラム（ＢＰ）・専門実践教育訓練指定講座として、一般教育訓練給付金/専門実践教育訓練給付金やキャリア形成促
進助成金／キャリアアップ助成金を活用できるようにするとともに、社会教育主事講習（社会教育経営論、生涯学習支援論、社会教育演習）
及び教員免許状更新講習・教職大学院科目等に読み替え可能とすることで、大学と受講者のコスト減とインセンティブ強化を図る。

学校教育

コーディネーター育成プログラム（イメージ）

社会教育
（社会教育主事講習）

地方創生

コーディネーター
育成プログラム

●目的・・・学校と地域をつなぎ、次代の人づくり・人の流れづくり・地域づくりを推進するための資質能力を育成する。
●対象・・・コーディネーター（高校魅力化コーディネーター、地域協働活動推進員等）、社会教育機関・地域づくり団体・

民間企業・NPO等職員、公務員（市町村職員、県立高校事務職員等）、教員（地域連携担当教員等）など

【国として検討・実施すべき内容１】

大学等によるコーディネーターの育成プログラムの開発・支援

リカレント教育
（履修証明プログラム）

（教員免許状更新講習等）
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「地域留学」
※2月26日の本検討会にて
提案したため内容は割愛

地域外に出た

卒業生
・地域産品購入・イベン
ト参加・情報拡散等
・資金供給（クラウド
ファンディング・ふるさ
と納税等）
・地域参加（プロボノ・
兼業・副業等）

⇒二地域居住・
Uターン等も

つながり
サポート

つながり
サポート

地方創生
推進交付金等

県立
高校

コーディネーター

小中学校

社会教育
機関等

地元企業

卒業生会地域住民

市町村

【関係人口創出①】

地域留学生の
保護者・祖父母等

・地域産品購入・イベ
ント参加・情報拡散等
・資金供給（クラウド
ファンディング・ふるさと
納税等）
・地域参加（プロボノ・
兼業・副業等）

⇒二地域居住・
Iターン等も

【関係人口創出③】

【国として検討・実施すべき内容２】

地域内外の人や資源をつなぐ協働組織（コンソーシアム）の構築・育成

高校生・教育等に関わりたい個人・大学・企業等
・大学や企業等による知恵・技術・場の提供
・個人による教育参加（プロボノ・兼業・副業等）
・高校生のチャレンジ応援ファンドへの寄付など

【関係人口創出②】

各地域において、県立高校、市町村、中学校、PTA、地域・民間団体、社会教育機関、卒業生会、大学等の多様な主体と協働し
地域内外の人や資源をつなぐ人材（コーディネーター）とその基盤となる協働組織（高校魅力化コンソーシアム）を育成する。

【高校魅力化コンソーシアムの機能及び役割】
・地域・教育・人づくり等のビジョンの共創、高校と地域の協働活動
・高校生の地域活動、地域課題解決学習等の充実・強化

・関係人口創出・拡大を促進するつながりサポート機能
・外部資金の獲得、大学・民間企業等との連携 など

つながり
サポート

PTA NPO

高校魅力化コンソーシアム
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都道府県をまたぐ

中間支援組織
地方創生

推進交付金等

○ 全国各地のコーディネーター及び高校魅力化コンソーシアムを相互につなぎ、都道府県を跨いで活動する
中間支援組織（全国コミュニティ）の取組を促進する。

【中間支援組織の機能及び役割】
・地域間で学びあう全国コミュニティ（オンライン含む）の構築・運営
・全国各地の見えざる知見の研究・蓄積・全国拡散・相互共有
・全国のコーディネーター・コンソーシアムの育成研修・伴走・相談窓口
・コーディネーターの養成・人材バンク機能・マッチング支援

・地域留学のマーケティング・プロモーション・合同イベント・アフターフォロー
・地域外に出た卒業生の関係人口化を促進する機会提供
・KPIを設定し、地域インパクトも見える評価ツールの開発・提供
・各地域のファンドレイジングの共通基盤の構築・提供 など

全国各地の高校魅力化コンソーシアムのコミュニティ

【国として検討・実施すべき内容３】

全国をつなぐ中間支援組織（全国コミュニティ）の育成・活用
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高校魅力化による地方創生を
推進するコンソーシアム構築

海士町魅力化コーディネーター

奥田麻依子

4月19日まち・ひと・しごと創生会議有識者との意見交換会での奥田提案資料



教育格差

教育の
ブランド化

若者・子ども流出
後継者不足、誇り喪失

今までの状況
（教育が地方衰退を促進）

過疎化・少子高齢化
文化産業衰退

都会の
担い手育成

(地域を出る教育)

若者・子ども増
継承者・誇りの創出

これからの逆流
（教育・学校からの地方創生）

産業創出・地域の魅力化
持続可能化

地域の
担い手育成

2014年（初回の会議）にご提案した学校の魅力化による地方創生の流れ

学校の標準化 学校の魅力化
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北海道 21校
青森県 0校
岩手県 3校
宮城県 0校
秋田県 47校
山形県 2校
福島県 4校

茨城県 4校
栃木県 2校
群馬県 4校
埼玉県 0校
千葉県 0校
東京都 0校
神奈川県 0校

新潟県 9校
富山県 0校
石川県 1校
福井県 0校
山梨県 1校
長野県 2校
岐阜県 11校
静岡県 1校
愛知県 0校

三重県 18校
滋賀県 1校
京都府 0校
大阪府 0校
兵庫県 1校
奈良県 6校
和歌山県 5校

鳥取県 8校
島根県 19校
岡山県 7校
広島県 6校
山口県 1校

徳島県 17校
香川県 0校
愛媛県 8校
高知県 8校

福岡県 1校
佐賀県 0校
長崎県 31校
熊本県 3校
大分県 1校
宮崎県 1校
鹿児島県 56校
沖縄県 3校

2018年9月現在 313校（全公立高校の8.8%）
（文部科学省「公立高等学校入学者選抜における県外からの募集実施状況」他）

・島根県公立高校の県外入学生約550人(3学年)

・教育移住や地域留学生の保護者の

地方移住やふるさと納税も。

高校魅力化による地方創生① 新しいひとの流れ

・県外生徒募集を行う公立高校（地域留学）の増加
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高校魅力化による地方創生② 地域を担うひとづくり

・高校生の地域課題解決型学習による地方創生の担い手育成

Social Business Project

高校生が地域資源（ひと、モ
ノ、自然、歴史、名所旧跡、
産業等）と交流し、見直し、
活用して“まちづくり“や”ビジ
ネス”を提案していくことで、
地域の課題を解決していこう
という取り組み。
2013年4月に三重県立南伊勢
高等学校南勢校舎で最初の
SBPが立ち上がった。地域に
根ざした取り組みが全国に広
がりつつある。

（https://mirai-otona.jp/aboutsbp/より）

高校生による大人のプロジェクト伴走

島根県立隠岐島前高校（海士
町）では、3年生選択科目の
授業で、地元ホテルとコラボ
し、生徒がホテルスタッフの
「マイプロジェクト」を応援
するという取り組みを実施。
ホテルの仕事も体験した高校
生の問いから、大人が課題の
本質に気付くことも。

（http://www.dozen.ed.jp/interview/895/より）

・地域との協働による高等学校改革推進事業

コンソーシアムを構築して、高校での地域課題解決等の探究的

な学びを推進することで、高等学校を核とした地方創生にも期

するモデル構築と横展開にも着手。

評価システムの導入により、 PDCAサイクル構築にも同時に

取り組む。

高校生が地域産業等に関わることにより、地域の活性化や地域の大人の人材育成が進んでいる事例も増えて

いる。こうした取り組みが長期的には地方創生の担い手育成、地域の自立的な地方創生につながっていく。
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高校魅力化による地方創生③ 関係人口・Uターン増加

海士町出身
↓

大学進学
（京都）

↓
海士町役場
島前教育魅力化
プロジェクト担当

西ノ島町出身→大学進学（東京）→西ノ島町の社会福祉法人（継業）

知夫村出身
↓

大学進学
（神奈川）

↓
知夫村で
農協職員

・高校時代に加え、卒業後の地域での活動によりUターン率向上

海士町では魅力化プロジェクトに取り組む前後でのUターン率が、

15.2％（2004～2008年の平均）→24.9％（2011～2015年の平均）に増加。
（島根県中山間地域研究センターによる調査）

卒業生が地域外に出た後もつながり続ける仕組みをつくることが重要。

島前高校卒業生4名が中心となり、島外から参加者を集め「SHIMA探究」というプログラムを
実施。 2015年~2017年の間に5回開催し、島の魅力を伝えると共に、島の小中高生との交流を
行った。 運営メンバーのうち3名が、大学卒業後Uターンしている。 38
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高校魅力化による地方創生④ 県単位の仕組み化・人口社会増

・学校を核とした官民協働による地方創生プロジェクト（2017年～）

島根県では、全ての公立高校で、市町村や地元企業等の多様

な主体が参画し、魅力ある高校づくりに取り組む協働体制

（高校魅力化コンソーシアム）を構築し、全ての高校におい

て、地域課題解決型学習を推進。

地方創生推進交付金を活用して、島根県・県内市町

村が連携して取り組む。

離島・中山間地域の県立高校での取組や成果をベー

スに、「教育の魅力化」を全県、全校種に横展開。

「地域を担う人づくり」「稼ぐ力の強化」「移住・

定住の推進」を進めることで、「しまねに定着、回

帰・流入する人の流れづくり」を目指している。

・全高校で「高校魅力化コンソーシアム」構築を推進

・島根県の人口は2018年に社会増。中国5県で唯一。（2018年10月1日時点 総務省人口推計）
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今後の方向性

高校魅力化による地方創生の課題と今後の方向性

課題意識

・意欲のある個人頼みで、取り組み
を推進している状況

・学校、地域が連携して取り組みを
支える基盤が不十分

○多様な主体と協働し、地域内外の

人や資源をつなぐ人材（コーディ

ネーター）を育成

○コーディネーターの配置・活用の

ための予算確保

○基盤となる協働組織（高校魅力化

コンソーシアム）構築

○全国のコンソーシアムをつなぐ中

間支援組織を育成

○次期総合戦略で高校魅力化による

地方創生・地方創生を推進するひ

とづくりの重要性を明確に掲げる

・地方創生における高等学校等の重
要性がいまだに認識されていない
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高校魅力化による地方創生を推進するコンソーシアム構築

・コミュニティ・スクール（協議機能）と地域学校協働本部（実行機能）を強化し、両機能を併せ持つような協働組織の具体的

な検討とモデル構築

（地域運営組織、地域再生推進法人制度等の活用や寄付に係る優遇措置等も検討）

・地方創生推進交付金やふるさと納税（企業版を含む）等の活用

・当該組織への公務員（市町村職員や都道府県職員等）の参画・出向・副業等の促進

都市部からの子ども
の流入により学校と
地域の活力増
(保護者の関係人口化)

地域活性化
（大人のひとづくり）

高校魅力化コンソーシアム
卒業生の
活動参画
資金提供

（関係人口創出）

多拠点居住
UIターン

（新しいひとの流れ）

高校生の地域課題
解決への参画

（次代のひとづくり）

○高校を核としたひとづくりと地域活性化、新しい人の流れの循環の基盤と

なる学校と地域の協働組織（コンソーシアム）の構築・育成を推進

コンソーシアムに
よる卒業生への支援
継続的な接点づくり

地域留学
（新しいひとの流れ）
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C:学校地域協
働活動
（公立塾、公民館
等）

B:地域系部活
動等

A：総合・特活
等

地域との協働による課題解決型学習の推進に必要な役割

教育課程内 教育課程外

家庭科等の専門教
科

普通教科 普通部活動 学習塾・予備校等

放課後・休日の
学校活動

個人活動
（コンソーシアム外
の社会団体等でのイ
ベント、活動への参加
を含む）

役割 主な担当者

カリキュラム構築・全体マネジメント 教員（主幹教諭等）/CN CN 各場所のスタッフ/CNが支援す
る場合も

個人/外部団体

単元ごとの設計・運営（講義等） 教員/CN CN（コンソーシアムが支
援）

各場所のスタッフ/CNが支援す
る場合も

個人/外部団体

生徒の探究活動支援（個人・チームの伴
走）

教員/CN CN（コンソーシアムが支
援）

各場所のスタッフ/CN・コンソ
が支援する場合も

個人/外部団体/CN・コンソ
が支援する場合も

外部講師等地域資源との接続・調整 CN（コンソーシアムが支
援）

CN（コンソーシアムが支
援）

CN（コンソーシアムが支
援）

個人/外部団体/CN・コンソ
が支援する場合も

予算獲得・機会の提供 学校 学校・コンソーシアム コンソーシアム・各場所 個人/外部団体/コンソーシ
アムが支援する場合も

生徒への紹介
をCNが行う

地域課題解決型学習を推進・拡充していくためには意欲的な個人に頼らない体制及び教員の業務過多にしな
い役割設定が必要である。教育課程内外の取り組みの接続・連携をCNが担う。コンソーシアムは、地域資源
の開拓等によりこれらの学習を支援する。

社会教育/民間・家庭教育・その他

【基礎】興味付け、
テーマ設定、探究
プロセス体験
（探究・課題発見解決の基
礎的作法を身につける）

【応用・実践】発展的活動・実践
（地域活動・PBL・インターン等）

学校主の範囲
コンソーシアム主の教育活動

主幹等
教員が
接続

CNが
主に
接続

主幹等
教員が
接続

42


